福祉活動推進校事業実施要綱

（目的）

第1条　この事業は市内小中学校、高等学校の児童・生徒および保育園、幼稚園の園児を対象として、社会福祉への理解と関心を高め、ボランティア精神、福祉の心を養うとともに、児童・生徒等を通じて家庭、地域社会への啓発を行い、青少年を中心に広く住民の福祉活動への参加を促進させることを目的とする。

（実施主体）

第2条　事業の実施主体は社会福祉法人山県市社会福祉協議会（以下「社協」という。）とする。

（事業推進方法）

第3条　事業の推進方法は次のとおりとする。

（1）　市内小中学校、高等学校および保育園、幼稚園の申請により、福祉教育推進校（以下「推進校」という。）を指定し実施する。
（2）　指定年度は、当年4月1日から翌年3月31日とする。

（3）　この事業は、推進校および社協、市教育委員会、関係機関・団体等の協力を得て実施する。

（4）　推進校においては事業推進のため、担当者を設置する。

（5）　推進校における取り組み方法は、学年、特定クラス、クラブ活動（ボランティアグループ等）等限定した取り組みも考えられるが、全校児童・生徒の福祉意識の醸成が図れるよう十分考慮すること。

（社協の役割）

第4条　社協は本事業の目的達成のため、以下の役割を担う。

（1） 担当教諭等と社協で構成する連絡会を設けること。

（2） 推進校と協議し、福祉活動の場の開拓と、受け入れ促進をすること及びそれらに必要な連絡・調整を図ること。

（３）関係資料の作成、情報及び資材の提供を行うこと。

（事業の内容）

第5条　推進校における主な取り組み内容は学校や地域の実情に応じ概ね次のとおりとする。

（1）　学習活動

　　　　　手話、点字、朗読、介助活動のため必要な技術（例：車いすの取扱い）、視覚障がい者のガイドなど。

（2）　製作・創作活動

　　　　　活字書を点字に訳す、広報誌を録音テープに吹き込む、弱視の方のために活字を大きく拡大して写本する、手で触ってわかる絵本を作る、身体の不自由な子供のための玩具や遊具の考案、ゲームやレクリエーションの考案、障がいをもった方の補助具の考案など。

（3）　啓発活動

　　　　　講演会、映画会、展示会、ボランティア活動の体験発表会、福祉に関わる活動を地域や家庭に知らせる通信の発行など。

（4）　収集・募金活動

　　　　　使用済み切手、ベルマーク、書き損じはがき、図書、衣料、文房具、アルミ缶等、赤い羽根共同募金、歳末たすけあい募金、ユニセフやユネスコへの寄付など。

（5）　友愛訪問・交流活動

　　　　　地域住民とのふれあい、福祉施設を訪問して話し相手となる、障がい児の遊び相手、読み聞かせの活動、手紙の交換、お世話になった方々への礼状の送付、地域の方に贈るプレゼントの製作など。

（6）　学校行事への招待活動

　　　　　運動会や学習発表会等の学校行事への地域の方々の招待など。

（7）　文化継承活動

　　　　　昔からの遊びや行事・芸能活動等を体験する、郷土史の学習、史跡を案内するガイドボランティアの活動など。

（8）　調査・研究活動

　　　　　福祉についての意識調査、地域の遊び場や危険な個所の点検、公害に関する調査活動など。

（9）　地域環境整備活動

　　　　　校内・地域の清掃活動、交通安全を呼びかける標語・ポスターづくり、自然や動植物の保護に知り組む活動など。
（10）　その他社会福祉についての理解を深めるために必要な活動
（助成金の申請および交付決定）

第6条　助成金の申請および交付決定は次のとおりとする。

（1）　推進校の指定を受け事業を積極的に実施しようとする学校は、助成金交付申請書（様式1号）に社協会長が必要と認める書類を添付して、申請を行う。
（2）　社協は、申請書が提出された後、地域福祉係内で書類の審査を行う。その後、福祉担当校長との協議を経て社協会長が助成金額を確定し、交付決定通知書（様式2号）により推進校に通知する。
（3）　助成金額は、活動の内容に応じて下表の金額を基準に決定する。
	助成の対象となる活動
	上限とする金額

	福祉に関する学習や講演会
	20,000円

	収集・募金活動
	20,000円

	地域や福祉施設との交流活動
	学　校（生徒数100名以上）50,000円
　　　（生徒数100名未満）30,000円

保育園・幼稚園　20,000円

	福祉映画鑑賞会
	50,000円


（助成金の請求および交付）

第7条　助成金の請求および交付は次のとおりとする。

（1）　推進校は、前条2項による通知を受けた後、速やかに助成金請求書（様式3号）を社協に提出する。
（2）　社協会長は、前項の提出により助成金を交付する。

（助成金の使途）

第8条　助成金は、福祉教育推進校事業の実施に必要な経費とし、目的以外に使用することはできない。目的外使用があれば、返還を求めることがある。
（実績報告）

第9条　推進校は、年度ごとの実績報告書（様式4号）を、当該年度3月31日までに社協会長へ提出する。報告書には通帳の写しまたは領収証綴り、活動の成果物等を添付する。
　附　則

この要綱は、平成２２年４月１日より適用する。
附　則

この要綱は、平成２６年４月１日より適用する。
